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北海道の図書館 －令和６年４月１日現在－ 

調査票記入要領 

  （公民館図書室等） 

【共通】  

ア 回答シートは３枚です。必ず前年度の回答※を参照くださいますようお願いします。 

イ 図書館と図書室等を併設する市町村にあって全ての内容が中央館に含まれる場合は、作成不要ですの

でその旨をお知らせください。 

一部分のみの場合は、当該箇所の欄に「中央館に含まれる」等と記入願います。 

ウ 原則セル・行の増減など書式変更はせず、色つきセルへ入力をお願いします。 

  数値が０（ゼロ）の場合は「０（ゼロ）」、不明（統計なし）の場合は、「‐（ハイフン）」を記入

願います。 

複数館の回答がある場合は、行をコピーし、「コピーしたセルの挿入」で必要分を追加してください。 

入力にあたっては、各シートに説明を付与していますので、併せて御参照ください。 

エ 集計の関係から、ファイル名を【市町村名】部分のみ【○○町】のように回答市町村名に変更し、他の

部分は追加や変更をせず、送付くださいますよう、お願いします。 

オ 自治体内に所在する全ての施設（ただし、条例設置の図書館を除く。）について作成いただき、分館

等複数ある場合は、行をコピーし「コピーしたセルの挿入」で必要分を追加してください。行のコピー・

挿入がうまくいかない場合は、ファイルごとコピーして提出する方法でも構いません。 
 

※ 前年度の回答については、当館ホームページ ＞ 北海道図書館振興協議会 ＞ 刊行物 ＞ 北海道の図書館 ＞ 

北海道の図書館令和５年４月１日現在 ＞ (4)利用状況（資料費・蔵書関係・利用状況）から御確認いただけます。 
 

【調査票シート①】 

（１）施設形態 

主たる施設・・建物の大部分を図書業務が占めている 

    室・・・・・・公民館等建物の一室を図書業務が占めている 

    コーナー・・・公民館等建物の一角に図書業務がある  

（２）専有延べ床面積（単位：㎡）・・・図書業務の施設の延べ床面積を小数点第２位四捨五入 

（３）図書収容能力（単位：千冊）・・・算出基準は、書架１ｍあたり30冊で計算（千冊未満四捨五入） 

（４）現用館の竣工年（M・T・S・H・Rで表記）・・・単独施設の場合は、現在使用している施設の主要部分 

の竣工年を年号で記入。単独以外の施設は、図書施設部分の開設年を年号で記入 

（５）改築年（M・T・S・H・Rで表記）・・現在使用している施設について、主要箇所の改築を経た最新の改 

築年を年号で記入 

（６）構造（W・S・RC・SRC・PC等で表記） 

     ＜参考＞ W・・・ 木構造             S・・・・鉄構造 

        RC・・・鉄骨コンクリート構造    SRC・・ 鉄骨鉄筋コンクリート構造 

        PC・・・プレストレストコンクリート構造 

（７）職員数・・・令和６年４月１日現在の状況を記入 

ア 専任職員・・・ 地方公務員法第17条の一般職。給与が支給されるいわゆる正職員 

イ 兼任職員・・・ 専任職員と同じ一般職で、図書館以外の職務が本務である者 

ウ 非常勤職員・・ 地方公務員法第22条２第１項の会計年度職員など報酬が支給される者。 

嘱託職員を含む。 

エ 臨時職員・・・ 会計年度任用職員のうち、短時間勤務、短期間雇用の職員。 

オ 委託・派遣職員・・委託契約・派遣契約に基づいて図書館に配置され業務を行う者。 

指定管理者の職員等を含む。清掃・設備管理・警備業務を主とする者は除く。 

カ 司書・司書補・・図書館法第４条に定める資格を有し、司書業務に従事する者。 

            各職員の総数に対する内数として記入。 
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【調査シート②】  

（１）資料費 

ア 資料費予算額（単位：千円）・・令和６年度の資料費の予算額を「図書費」「雑誌新聞費」「視 

聴覚資料費」「その他」ごとに記入  ※「合計」は入力不要 
 

（２）蔵書関係 

ア 蔵書総数・・・・・・令和６年３月31日現在で所蔵する資料冊数 

    児童用（内数）・・・蔵書総数のうち、児童用の資料数（絵本・紙芝居を含む冊数） 

    地域資料・・・蔵書総数のうち、地域資料数 ※ 令和３年度まで「郷土・行政資料」と表記していたもの 

イ ５年度除籍冊数・・・令和５年度に除籍した資料数 

ウ 受入図書冊数・・・・令和５年度で寄贈・購入等により受け入れた図書総数 

購入分（内数）・・・受入図書総数のうち、購入分 

児童用（内数）・・・受入図書総数のうち、児童用の冊数（絵本・紙芝居を含む冊数） 

エ 受入雑誌種数・・・・令和５年度で寄贈・購入等により受け入れた雑誌種（タイトル）数 

    購入分（内数）・・・受入雑誌種（タイトル）数のうち、購入分 

オ 受入新聞種数・・・・令和５年度で寄贈・購入等により受け入れた新聞種（タイトル）数 

    購入分（内数）・・・受入新聞種（タイトル）数のうち、購入分 
 

（３）利用状況 

ア 来館者数・・・・・令和５年度の実績。 

図書室のみの来館者数が不明の場合は、「‐（ハイフン）」を記入 

イ 登録者総数・・・・令和６年３月31日現在の登録者の総数。新規登録者数のみではない。 

    自治体内の数・・・登録者総数のうち、市町村内に住所を持つ人数 

    児童数（内数）・・登録者総数のうち、小学生以下の人数 

ウ 年間開館日数・・・令和５年度の実績 

エ 個人貸出資料総数・令和５年度に個人に対し貸出した資料総数 

（図書・雑誌・視聴覚資料等を貸出した全資料数） 

    自治体内の数・・・個人貸出資料総数のうち、市町村内に住所を持つ個人に対し貸出した資料数 

    児童数（内数）・・個人貸出資料総数のうち、小学生以下に貸出した資料数 

オ 団体貸出冊数・・・令和５年度に登録している団体・グループ・文庫・施設等への一括での貸出 

             団体貸出として登録し貸出している学校、学校図書館があればその数も含む。 

 団体数・・・・・ 登録団体等のうち令和５年度に貸出実績のあった団体等の実数 

 資料数・・・・・ 登録団体等に対し令和５年度に実際に貸出した資料数 

          （貸出したまま期限の更新をしたものは除く。個人貸出数には含めない。） 

カ 予約受付件数・・・令和５年度に予約（リクエスト）を受け付けた件数 

キ 相互貸借・・・・・令和５年度に他の図書館（室）、機関等から貸借した資料数 

             同一自治体であっても他館種との貸借は含める。 

         「借受」は、上記の相手から借り受け、「貸出」は他館に貸し出した資料数 

ク 参考業務・・・・ 令和５年度の総件数を記入。実施していない、または統計をとっていない場合 

は「‐（ハイフン）」を記入。（参考業務の内容については、回答する施設の定義による。） 
 

（４）移動図書館車（兼用車を含む） 

   令和６年４月１日現在、移動図書館車（兼用車を含む）を保有する市町村のみ記入。 

学校等へ図書を配本（巡回文庫）のみを実施している場合は記入不要。 

ア 台数・・・・・・現在運行している図書館車の台数 

イ 担当職員数・・・主として移動図書館車業務に携わる職員数 

  ウ 積載図書冊数・・・移動図書館車の積載可能な冊数 

エ 巡回駐車場数・・・定期に設置されている移動図書館車の駐車場数 

オ 巡回間隔・・・ひとつの駐車場に何日に1回の割合で駐車するか、通常の巡回間隔日数 



 3 

カ 自動車用図書費・・・自動車用図書費として特に計上されている予算額（単位：千円） 

キ 運行開始年度（M・T・S・H・Rで表記）・・現在運行している図書館車が、運行を開始した年度 

を年号で記入 
 

【調査シート③】  

（１） 図書館システム  ※ 令和６年４月１日現在の状況を選択してください。 

ア ＯＰＡＣ（蔵書目録）の公開・・・ホームページ＊で蔵書を公開している場合は「○」を、未公開 

の場合は「×」を、公開する予定がある場合は「予定」を選択 

＊ 図書館（室）単独のホームページのほか、自治体のホームページで公開している場合も含みます。 

イ 導入しているシステム・・・次の該当する企業を選択してください。 

・美唄未来開発センター → Ｂ     ・富士通 → Ｆ        ・キハラ → Ｋ 

・三菱 → Ｍ                   ・ＮＥＣ → ＮＥ      ・ＮＴＴデータ → ＮＴ    

・ソフテック → Ｓ                ・ オリジナル → Ｏ   ・その他の企業 → Ｘ  

ウ 学校図書館とのシステム連携・・・図書館システムが学校図書館システムと連携している場合は「○」 

を選択 

エ 電子図書館の導入・・・電子図書館を導入している場合は「○」、していない場合は「×」、予定し 

ている場合は「予定」を選択  

オ 読書通帳機の導入・・・読書通帳機を導入している場合は「○」、していない場合は「×」、予 

定している場合は「予定」を選択 

  カ 電算化していない・・・図書館資料の管理や貸出・返却業務等を電算化していない場合は「○」 

を選択 

 
   

（２） 宅配サービス ※ 令和６年４月１日現在の状況をプルダウンにより選択してください。 

ア サービスの申込み方法・・・「来館」「非来館（電話、FAX、インターネット等）」「不問」のいずれ 

かを選択 

イ サービスの対象の特定・・・高齢者、障がい者等、サービス対象を特定している場合は「有」、 

対象を特定せず、希望する方すべてにサービスを実施している場合は 

「無」を選択 

ウ 宅配の配送者・・・「職員（非常勤を含む）」「ボランティア」「民間企業」「その他」のいずれ 

かを選択。その他を選択した場合は、その具体を自由記述へ記入する。 

  エ サービスの費用負担・・・利用者が負担する場合は「有償」、負担しない場合は「無償」のいず 

れかを選択 

オ サービスは実施していない・・・宅配サービスを実施していない場合は「○」を選択 

 
 

（３）障がい者サービス ※ 令和６年４月１日現在の状況をプルダウンにより選択してください。 

  ア 資料収集・・・・・・・障がい者向けの資料の所蔵がある場合は「○」を選択 

              （具体例：次項「資料収集」で選択肢となっている資料等） 

  イ 施設等への貸出・・・・障がい者施設への貸出を実施している場合は「○」を選択（特別支援学

校、障がい者支援施設） 

  ウ イベント等の開催・・・イベント開催時の合理的配慮をしている場合は「○」を選択 

               （具体例：手話通訳、字幕付き映画の上映、スロープの設置等） 

エ 宅配サービスの実施・・・・・障がい者向けに宅配サービスを実施している場合は「○」 

 

オ 施設・設備・・・・・・・・・障がい者に配慮した環境整備を行っている場合は「○」を選択 
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カ その他・・・・・・・実施している障がい者サービスが選択肢にない場合は記入する。 

 

キ サービスは実施していない・・・障がい者向けのサービスを実施していない場合は「○」を選択 

 

（４）資料収集  

   「障がい者サービス」の「ア 資料収集」に「○」と回答した場合は、令和６年４月１日現在の状況をプルダウンにより

選択してください。 

ア 点字図書・・・・・・点字図書、点図絵本、点図つき図書の所蔵がある場合は「○」を選択 

             

イ 拡大図書・・・・・・拡大図書、大活字本の所蔵がある場合は「○」を選択 

 

ウ 音声図書・・・・・・音声図書、録音図書、DAISY図書を所蔵する場合は「○」を選択 

            ただし、音楽CDは除くこと 

エ 電磁的記録（電子媒体）による図書 

・・・・・電磁的記録（電子媒体）による図書、電子書籍、マルチメディアDAISYを 

所蔵する場合は「○」 

オ その他資料・・・・・・・上記以外に障がい者向け資料を所蔵している場合記入すること 

 

 


